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監督指導による賃金不払残業の是正結果（平成２６年度） 

～支払額は４年ぶりに１億円を超える～ 

 

秋田労働局（局長 小林泰樹）は、県内の労働基準監督署が、平成２６年４月から平

成２７年３月までの間に、定期監督及び申告に基づく監督等を行い、その是正を指導し

た結果、不払いになっていた割増賃金が支払われたもののうち、その支払額が１企業で

合計１００万円以上となった事案の状況を取りまとめましたので、お知らせいたします。 

 

【概要】 
・ 是正企業数は１８企業（前年度比５企業の増）であった（別添表１、図１参照）。 
・ 支払われた割増賃金合計額は１億６，９４２万円（同１億５３６万円の増）であっ
た（別添表１、図１参照）。 

・ 対象労働者数は６１３人（前年度比２０１人の増）であった（別添表１、図１参照）。 
・ 支払われた割増賃金の平均額は１企業当たり９４１万円で、労働者１人当たり２８

万円であった（別添表１参照）。 
・ 割増賃金を１，０００万円以上支払ったのは４企業で全体の２２．２％、その合計
額は１億３，８４６万円で全体の８１．７％であった（別添表２、図２参照）。 

・ １企業での最高支払額は「６，７０３万円」（商業）、次いで「４，４６７万円」（商
業）、「１，５１８万円」（金融・広告業）であった（表２参照）。 

【監督指導例】 
・ 入力する退勤時刻を短くするよう指示していたもの（別添参考１の事例１参照）。 
・ 固定時間外手当に関するもの（別添参考１の事例２参照）。 

【秋田労働局の取組】 
・ 平成１３年４月に「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する
基準」（参考２）、平成１５年５月に「賃金不払残業総合対策要綱」（参考３）と「賃
金不払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針」（参考４）が策定され
ており、あらゆる機会をとらえて労働者の労働時間を使用者が適正に把握管理するこ

とや賃金不払残業に対して労働者や使用者が主体的に取り組むことを強く促してお
ります。 

・ 労働局や労働基準監督署には労働者や家族の方などから長時間労働や賃金不払残業
（いわゆるサービス残業）に関する相談が寄せられており、労働基準監督署では相談
に基づき、今後も継続して事業場に対して重点的に監督指導を実施していきます。 

平成２８年３月８日 

【照会先】 

秋田労働局 労働基準部 監督課 

 監 督 課 長   鈴 木 隆 雄 

 専門監督官    貝 田 直 也 

  電話 ０１８－８６２－６６８２ 



別添

（表1）　100万円以上の割増賃金の是正支払状況

業種 企業数 対象労働者数（人） 是正支払額（万円）
製造業 3 28 482
鉱業
建設業

運輸交通業 1 13 122
貨物取扱業
農林業

畜産・水産業
商業 7 346 12,220

金融・広告業 1 93 1,518
映画・演劇業
通信業

教育・研究業
保健衛生業 1 21 1,157
接客娯楽業
清掃・と畜業 1 12 331
官公署

その他の事業 4 100 1,112
計 18 613 16,942

1企業平均額 941
1労働者平均額 28

（表2）　1,000万円以上の割増賃金の是正支払状況

業種 企業数 対象労働者数（人） 是正支払額（万円）
製造業
鉱業
建設業

運輸交通業
貨物取扱業
農林業

畜産・水産業
商業 2 254 11,171

金融・広告業 1 93 1,518
映画・演劇業
通信業

教育・研究業
保健衛生業 1 21 1,157
接客娯楽業
清掃・と畜業
官公署

その他の事業
計 4 368 13,846

1企業平均額 3462
1労働者平均額 38

（注）対象事案は、平成26年4月から平成27年3月までの間に、定期監督及び申告に
基づく監督等を実施し、割増賃金の不払に係る指導を行った結果、1企業で合計100
万円以上の割増賃金の是正支払がなされたもの

（注）対象事案は、平成26年4月から平成27年3月までの間に、定期監督及び申告に
基づく監督等を実施し、割増賃金の不払に係る指導を行った結果、1企業で合計1,000
万円以上の割増賃金の是正支払がなされたもの



別添

（表3）　100万円以上の割増賃金の是正支払状況（推移）

25
17
15
13
18

3,759
439
539
412
613

42,247
1企業平均額 1,690
1労働者平均額 11

3,379
1企業平均額 199
1労働者平均額 8

4,843
1企業平均額 323
1労働者平均額 9

6,406
1企業平均額 493
1労働者平均額 16

16,942
1企業平均額 941
1労働者平均額 28

1企業平均額 839
1労働者平均額 13

（表4）　1,000万円以上の割増賃金の是正支払状況（推移）
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0
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1,125
1企業平均額 1,125
1労働者平均額 8

3,109
1企業平均額 1,555
1労働者平均額 17

13,846
1企業平均額 3,462
1労働者平均額 38

1企業平均額 6,711
1労働者平均額 21
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（図1）100万円以上の割増賃金の是正支払状況 

企業数（件） 対象労働者数（人） 是正支払額（万円） 
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（図2）1,000万円以上の割増賃金の是正支払状況 

企業数（件） 対象労働者数（人） 是正支払額（万円） 

（単位：万円） 

（単位：件、人） （単位：万円） 

（単位：件、人） 



  （参考１） 

 

事例１ 

（商業） 

入力する退勤時刻を短くするよう指示していたもの。 

【賃金不払残業の状況】 

 会社はパソコン上の勤怠表に出退勤時刻を入力させることにより労働時間を管理して

いた。入力された労働時間数とパソコンを操作した時刻から把握した時間数に相違がみら

れた。 

 

【監督署の指導内容】 

 事業主に対し、労働時間について実態調査を行うよう指導し、その結果、確認した賃

金不払残業について是正を勧告した。 

 

【企業が実施した解消策】 

 会社は、賃金不払残業が認められたことから、不払となっていた２年間の割増賃金（約

５０人に対する合計約１９，２００時間分）を支払った。また、①勤怠表にパソコンの

オン・オフ時間を自動掲載させるようシステムを構築したこと、②入力時刻とパソコン

のオン・オフ時刻に差異が認められた場合には事情を確認すること等の改善策を講じた。 

                                  

事例２ 

（商業） 

固定時間外手当に関するもの。 

【賃金不払残業の状況】 

 労働者の出退勤時刻は社内ネットワーク内に記録されていたものの、賃金支払計算の

ための労働時間としては活用されていなかった。割増賃金は固定時間外手当が設定されて

おり、固定分を超えた時間外労働に対して割増賃金が支払われていなかった。 

 

【監督署の指導内容】 

事業主に対し、労働時間についての実態調査を指導し、その結果、確認した固定時間外

手当を超えた賃金不払残業について是正を勧告した。 

 

【企業が実施した解消策】 

実態調査の結果、賃金不払残業が認められたことから、不払となっていた６か月間の割

増賃金（約２００人分に対する合計約２７，５００時間分）を支払った。また、労働時

間を適正に把握し、固定時間外手当を超える時間外労働があった場合には、時間外手当

を支払う改善策を講じた。 

 

 












